
経営革新アドバイザー派遣実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、公益財団法人鳥取県産業振興機構（以下、「機構」という。）が、創業者

や経営の向上を図る中小企業者（以下、「中小企業者等」という。）の抱える経営や技術等

の種々の問題に対して民間の専門家（以下「経営革新アドバイザー」という。）を活用し、

適切な診断・助言を行うことにより問題の解決を図り、もって中小企業者等の発展・成長

を促進するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（事業内容） 

第２条 機構は、経営、技術、人材及び情報化等の問題を抱える中小企業者等に対し、診断・

助言を行う経営革新アドバイザーを派遣する事業を行うものとする。 

 

（対象要件） 

第３条 本事業における中小企業者等の対象は、次の各号すべてを満たすものとする。 

①鳥取県内に事務所、工場等を有する者。 

②中小企業等経営強化法 第２条第１項に規定する中小企業者 

③鳥取県が課税する全ての県税に滞納がない者 

④風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律  第２条第２項に規定する風俗営業

者に該当しない者 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 第２条第２号に規定する暴力団若しくは

暴力団の構成員（以下、「暴力団員」という。）でない者又は暴力団若しくは暴力団員である

ことを知りながら事業活動に関与させていない者 

 

（経営革新アドバイザーの登録・更新・解除） 

第４条 経営革新アドバイザーは、中小企業者等の抱える経営や技術等に関する課題に対応で

きる者であり、原則として新規登録時に、派遣を希望する中小企業者等の推薦又は機構理

事長の推薦がある者でなければならない。 

２ 前項を満たす経営革新アドバイザーの登録申請者は、「経営革新アドバイザー登録申請書」

（様式第２）（以下、「登録申請書」という。）を機構に提出し、機構は審査の上、随時登録

するものとする。 

３ 機構は、登録した経営革新アドバイザーの名簿を作成し、公開するものとする。 

４ 経営革新アドバイザーの登録期間は最長２会計年度とする。 

５ 登録の更新を希望する経営革新アドバイザーは機構が指定する期日までに「登録申請書」

を機構に提出し、機構は審査の上、再登録するものとする。但し、過去１０年間に本事業

で派遣実績がない経営革新アドバイザーは更新を行わないものとする（登録してから１０

年に満たない経営革新アドバイザーは除外）。 

６ 機構に対し作為的に虚偽の報告等を行った経営革新アドバイザーは即刻登録を解除でき

ることとする。 



（派遣の要請） 

第５条 経営革新アドバイザーによる診断・助言を希望する中小企業者等は、「経営革新アドバ

イザー派遣要請書」（様式第１）（以下、「派遣要請書」という。）を機構に提出するものと

する。 

 ２ 中小企業者等が、登録されている経営革新アドバイザー以外の専門家の派遣を希望する

場合は、当該専門家を機構の経営革新アドバイザーに登録するために必要となる推薦状及

び当該専門家の「登録申請書」を「派遣要請書」に添えて提出するものとする。 

 ３ 機構は、「派遣要請書」の提出を受けた場合は、速やかに次の各号の要件に合致している

か等、申請書の内容を精査し、派遣する経営革新アドバイザーの選定を行う。 

①創業者又は経営革新等を行い経営の向上を目指す意欲ある中小企業者であること。 

②経営革新等経営の向上に係る目的或いは目標が明確であること。 

③経営革新アドバイザーの派遣により、支援の効果が期待できる状況であると判断される

こと。 

 

（経営革新アドバイザーの選定） 

第６条 中小企業者等は、登録された経営革新アドバイザーの中から経営革新アドバイザーを

指名することができる。 

 ２ 中小企業者等より経営革新アドバイザーの指名が無い場合には、機構は登録されている

経営革新アドバイザーの中から最適と思われる経営革新アドバイザーを紹介することとす

る。 

 ３ 前項に基づき機構が経営革新アドバイザーを紹介するに当たり、派遣を要請した中小企

業者等から申し入れがあった場合、派遣候補である経営革新アドバイザーとの事前面談を

１回に限り実施することができる。なお、面談は原則としてオンラインで行うこととする

が、経営革新アドバイザーと中小企業者等との合意によって対面面談とすることができる。 

 ４ 事前面談に係る謝金は、別表のオンライン派遣と同様とし、全額を機構が負担するもの

とする。但し、対面面談の場合でも交通費は支給しない。 

 ５ 派遣を承諾した経営革新アドバイザーは、派遣要請した中小企業者等と協議して「経営

革新アドバイザー派遣実施計画書」（様式第６）（以下、「実施計画書」という。）を作成し、

初回実施日より前に機構に提出するものとする。 

 

（経営革新アドバイザーの派遣日数・期間） 

第７条 一中小企業者等が一事業年度に利用できる経営革新アドバイザーの派遣日数は、最大

６日とし、派遣要請年度の３月１０日までに診断・助言を完了するものとする。但し、機

構理事長が特に必要と認めた場合は派遣日数を延長することができる。 

   なお日数の換算は下記のとおりとする。 

（１）診断・助言時間が５時間以上の場合を「１日」、それ未満は「半日」として換算する。 

（２）オンライン派遣の場合に限り、２時間単位、１回あたり最大８時間での診断・助言が

できることとする。 

（３）診断・助言をオンラインで実施する場合は、機構が設定したオンライン会議ツールを



使用することとする。 

（４）派遣の回数は、対面、オンラインを問わず最大で１２回までとする。但し、機構理事

長が承認した場合は必要に応じて回数を増やすことができる。 

２ 中小企業者等が、同一の経営革新アドバイザーの派遣を受けられるのは、通算３か年ま

でとする。但し、最後の派遣から５年経過した場合はこの限りではない。 

  

（派遣の決定） 

第８条 機構は、経営革新アドバイザーから提出された「実施計画書」の内容が妥当と判断さ

れれば、速やかに派遣を受ける中小企業者等及び派遣する経営革新アドバイザーに派遣の

決定を通知するものとする。 

 

（経営革新アドバイザーの派遣） 

第９条 派遣が決定した経営革新アドバイザーは、「実施計画書」に基づいて、適切に業務を遂

行するものとする。 

 ２ 派遣の実施予定日に変更がある場合には、派遣される経営革新アドバイザー又は派遣を

受ける中小企業者等が事前に機構に連絡することとする。 

 ３ 派遣を受ける中小企業者等は、「派遣要請書」の内容に変更が生じる場合には、速やかに

機構に連絡し、指示を仰ぐものとする。 

  

（実地調査） 

第１０条 機構職員は、必要に応じ、派遣を受ける中小企業者等に赴き、経営革新アドバイザ

ーの診断・助言が適切に行われているかを調査することができる。 

２ 機構が、派遣業務が適切に行われていないと判断した場合には、派遣を中止又は取り消

すことができる。 

３ 前項に該当した場合、機構は派遣費用の一部又は全部を支払わなくてもよいこととし、

すでに支払いがあった場合には返還を求めることができる。 

 

（守秘義務） 

第１１条 経営革新アドバイザーは派遣開始前に機構が指定する守秘誓約書を機構に提出する

ものとし、提出の無い場合は派遣の依頼を取り消すものとする。 

 

（報告書の提出） 

第１２条 本事業に係る診断・助言を実施した経営革新アドバイザーは、実施の都度速やかに

「経営革新アドバイザー業務実施報告書」（様式第３）（以下、「実施報告書」という。）を

機構に提出しなければならない。 

 ２ 派遣された経営革新アドバイザーは、派遣がすべて完了した後、速やかに「経営革新ア

ドバイザー業務完了報告書」（様式第７）を機構に提出しなければならない。 

３ 経営革新アドバイザーの派遣を受けた中小企業者等は、派遣がすべて完了した後、速や

かに、「経営革新アドバイザー派遣完了報告書」（様式第４）を機構に提出しなければなら



ない。 

 

（経営革新アドバイザー派遣費用） 

第１３条 診断・助言に要した経費（以下「派遣費用」という。）は、「実施報告書」の内容に

基づき、別表に従って算出する。 

２ 機構は、「実施報告書」の受領後、速やかに経営革新アドバイザーの派遣を受けた中小企

業者等に対し、別表に掲げる負担割合に基づき算出した額を請求するものとする。 

３ 前項の請求を受けた中小企業者等は、機構が指定する日までに、機構に対し派遣費用を

支払わなければならない。 

４ 機構は、第１項で算出した派遣費用を、派遣した経営革新アドバイザーからの請求に基

づき、遅延なく支払うものとする。 

 

（事後評価及び効果の確認） 

第１４条 機構は、報告書等により支援の内容について評価を行うとともに、一定期間経過後、

経営革新アドバイザーの派遣を受けた中小企業者等に対し情報収集を行うなど、事業効果

の把握をするものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第１５条 機構は、本事業の円滑な実施を図るため、商工会議所、商工会等の関係機関と連携

し、中小企業者等からの支援依頼に的確な対応が図れるような体制を整備するものとする。 

 

（経営革新アドバイザーの登録事項の変更） 

第１６条 経営革新アドバイザーは、登録事項に変更が生じた場合は、「経営革新アドバイザー

登録事項変更申請書」（様式第５）を機構に提出するものとする。 

 

 

 

附則 

 この要領は、平成１２年６月１日から施行する。 

 この要領は、平成１５年５月１日から施行する。  

 この要領は、平成１７年５月９日から施行する。 

 この要領は、平成１８年４月７日から施行する。 

 この要領は、平成１９年４月１２日から施行する。 

 この要領は、平成２０年１２月１０日から施行する。 

 この要領は、平成２２年９月１７日から施行する。 

 この要領は、平成２３年４月１１日から施行する。 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２７年４月８日から施行する。 

 この要領は、平成２７年１１月２日から施行する。 



 この要領は、平成２８年４月１８日から施行する。 

 この要領は、平成３０年４月２日から施行する。 

 この要領は、令和 ２年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和 ２年４月２７日から施行する。 

 この要領は、令和 ２年５月２２日から施行する。 

 この要領は、令和 ３年４月１日から施行する。 

この要領は、令和 ３年５月２１日から施行する。 

 （経過措置） 

令和３年度中において、第８条第２項の規定に該当する場合は、当該年度のみ派遣を受けるこ

とができるものとする。 

この要領は、令和 ７年４月２５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別表 

区分 
派 遣 費 用 

負担割合 
診断・助言時間 金額（税込み） 

謝 

金 

オ
ン
ラ
イ
ン 

２時間 

（最大８時間／回） 

１０，７２５円／２時間 

（税抜価格９,７５０円、税９７５円） 

機構：２／３ 

 

中小企業者等：１／３ 
対
面 

半日の場合 

（５時間未満／回） 

２１，４５０円 

（税抜価格１９,５００円、税１,９５０円） 

１日の場合 

（５時間以上／回） 

４２，９００円 

（税抜価格３９,０００円、税３,９００円） 

旅
費
・
宿
泊
費 

（公財）鳥取県産業振興機構の旅費支給基準により定める額

とする。 

但し、機構が負担する上限額は３０，０００円（税込）とし、

超過した額は全額中小企業者等の負担とする。 

なお、１派遣期間内の宿泊が２日以上になる場合、２日目より

１日増えるごとに上限額に５，４６０円（税込）を加算する。 

機構：２／３ 

（上限あり） 

 

中小企業者等：１／３ 

 


